
令和6年　労 働 災 害 発 生 状 況 （令和7年3月末現在） (休業4日以上の死傷者数）

業種別 日立労働基準監督署

死亡 休業 死亡 休業 死亡 休業

5 8 -3

2 1 1

9 8 1

6 5 1

15 16 -1

11 18 -7

48 56 -8

3 8 -5

4 8 -4

3 -3

13 1 12

20 20 0

16 21 -5

1 2 -1

18 28 -10

15 18 -3

1 58 61 1 -3 年齢別

1 176 206 1 -30

月別　　　 3

１月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 23

(1) 26

16 10 14 10 14 16 14 21 15 14 14 18 33

50

(1) 41

規模別 事故の型別

5 1 1 2 1 5
1 1 1 1 2

2 2 5 3 2 2 1 1 9
1 2 3 2 1 1 2 6

3 1 1 10 2 2 5 2 1 2 1 15

2 3 5 1 1 1 3 1 1 4 11
7 14 11 16 6 5 1 14 3 2 7 10 48
1 1 1 1 1 1 3

2 1 1 1 1 1 1 4

8 3 2 3 2 4 2 1 1 13
11 4 2 3 4 2 3 5 2 2 2 20

11 4 1 5 3 2 1 2 2 1 16
1 1 1
1 4 9 4 2 7 1 1 2 1 3 1 18
3 9 3 2 6 1 2 4 15
7 25 10 16 6 21 3 4 6 6 6 (1) 6 (1) 58

30 67 36 43 25 44 10 26 14 11 22 (1) 24 (1) 176

※ 数値は、労働者死傷病報告より集計したものであり、（　）内は死亡者で内数である。

※ 陸上貨物運送事業は「道路貨物運送業」、「陸上貨物取扱業」を合わせたものをいいます。

※ 新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
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過去３年間の労働災害発生件数の推移

令和６年に当署管内で発生した休業４日以上の労働災害は、全業種合計で176件と

なり、前年より30件減少しました。

近年の傾向として、災害の型別にみると、労働者の作業行動に起因した転倒による

休業災害、動作の反動による休業災害、墜落・転落災害による死亡災害が増えてお

り、年齢別にみると高年齢労働者の労働災害が増えています。

これらの状況を踏まえ、労働者の就労状況や業務の内容等の実情に応じ、国や関

係団体等による支援も活用して、実現可能な労働災害防止対策の積極的な取組み

をお願いいたします。
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